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連　結　注　記　表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

（1） 連結子会社の数････････２社

　　　　　　　　　主要な連結子会社の名称　 連結子会社は、カネス製麺株式会社、兼三株式会社であります。

（2） 主要な非連結子会社の名称等

　　　　　　　　　主要な連結子会社の名称 　該当する会社はありません。

２．持分法の適用に関する事項

　該当する会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

４．会計方針に関する事項

（1） 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

 　　その他有価証券

　　　  時価のあるもの･････････････････････決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　 　　　 　　　評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

　　　  時価のないもの･････････････････････移動平均法による原価法によっております。

②たな卸資産

 　　商品、製品、原材料及び貯蔵品 ･･･････主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）に

 よっております。　　

（2） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）･･･････主として定額法によっております。

  なお、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に

  より取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額

  を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）･･･････ソフトウェアについては、社内の利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産･････････････････････････････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

 する定額法によっております。

（3） 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、下記の基準により回収不能見込額を計上しております。

　　 一般債権････････････････････････････貸倒実績率によっております。

　　 貸倒懸念債権及び破産更生債権等･･･財務内容評価法によっております。

（4） 退職給付に係る会計処理の方法

 　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の額に基づき、当連結会計年度において発生していると認め

　られる額を簡便法により計上しております。

（5） 消費税等の会計処理

 　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　

平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を

当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計

年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の

見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主

持分への表示の変更を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4）、連結会計基準第44－５項(4）及び事業分離等会計基準第57－４項(4）に定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（1） 担保に供している資産

   建物及び構築物 千円

   機械装置及び運搬具 千円

   土地 千円

         計 千円

（2） 担保に係る債務

   短期借入金 千円

   長期借入金（１年内を含む） 千円

         計 千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 千円6,712,307

1,023,585

553,541

225,292

1,802,419

340,000

943,014

1,283,014
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

   普通株式 株

２．配当に関する事項
（1） 配当金支払額

株式の 　配当金の総額 １株当たり
種　 類 配当額（円）

　　平成27年6月26日
　　定時株主総会

（2） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

株式の 　配当金の総額 １株当たり
種　 類 配当額（円）

　　平成28年6月29日
　　定時株主総会

金融商品に関する注記

　１．金融商品の状況に関する事項

　　当社グループは、資金運用については短期的な預金及び安全性の高い金融資産に限定しており、　また、資金調達については銀行等金融機関からの借入によって

　おります。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式について

　は四半期ごとに時価の把握を行っております。借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

　２．金融商品の時価等に関する事項

（単位：千円）

（1）　現金及び預金

（2）　受取手形及び売掛金

（3）　投資有価証券

　　　その他有価証券

（4）　支払手形及び買掛金

（5）　短期借入金

（6）　長期借入金（※2）

　　（※1）　負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。

　　（※2）　1年以内に返済予定の長期借入金は、（6）長期借入金に含めております。

（注）1．　金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

（1）　現金及び預金、（2）　受取手形及び売掛金

　　　これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（3）　投資有価証券

　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（4）　支払手形及び買掛金、（5）　短期借入金

　　　これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（6）　長期借入金

　　　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又は、リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　　2．　非上場株式（ 連結貸借対照表計上額　　55,049千円 ）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極め

　 て困難と認められることから、「（3）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記

　１．１株当たり純資産額 436 円 51 銭

　２．１株当たり当期純利益 24 円 52 銭

重要な後発事象に関する注記

  該当事項はありません。

(875,000) (875,000) －

(997,711) (999,321) 1,610

357,827 357,827 －

(654,586) (654,586) －

996,743 996,743 －

連結貸借対照表計上額（※1） 時価（※1） 差額

1,008,685 1,008,685 －

平成28年6月30日

普通株式 54,721 6 平成27年3月31日 平成27年6月29日

普通株式 54,716 利益剰余金 6 平成28年3月31日

決議予定 配当の原資 基準日 効力発生日
　（千円）

10,000,000

決　　　議 基準日 効力発生日
　（千円）

平成28年3月31日 （当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

－ 2 －



個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法

（1） 有価証券

①子会社及び関連会社株式････････････････移動平均法による原価法によっております。

②その他有価証券

 　　時価のあるもの･････････････････････････決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

 評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

　　 時価のないもの･････････････････････････移動平均法による原価法によっております。

（2） たな卸資産

商品、 製品、 原材料及び貯蔵品･･･････････先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 によっております。
　  　

　２．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く）･･･････････定額法によっております。

 なお、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の

 適用により取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との

 差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

（2） 無形固定資産（リース資産を除く）･･･････････ソフトウェアについては、社内の利用可能期間(５年）に基づく定額法によっております。

（3） リース資産･････････････････････････････････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

　　　　　　　　　　　　　  を零とする定額法によっております。

　３．引当金の計上基準

（1） 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、下記の基準により回収不能見込額を計上しております。

 　　一般債権･････････････････････････････貸倒実績率によっております。

 　　貸倒懸念債権及び破産更生債権等････財務内容評価法によっております。

（2） 退職給付引当金

 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の額に基づき、当事業年度において発生していると認められる

額を簡便法により計上しております。

　４．消費税等の会計処理･･････････税抜方式によっております。

会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として

計上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを

企業結合日の属する事業年度の財務諸表に反映させる方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4）及び事業分離等会計基準第57－４項(4）に定める経過的な取扱いに従っており、

当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

貸借対照表に関する注記

　１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（1） 担保に供している資産

   建物 千円

   構築物 千円

   機械及び装置 千円

   土地 千円

         計 千円

（2） 担保に係る債務

   短期借入金 千円

   長期借入金（１年内を含む） 千円

         計 千円

　２．有形固定資産の減価償却累計額 千円

　３．保証債務

  関係会社の金融機関からの借入金に対し、保証を行っております。

   兼三株式会社 千円

　４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

   短期金銭債権 千円

   短期金銭債務 千円

140,000

943,014

1,083,014

5,502,170

5,000

176,740

841,015

133,724

553,541

224,072

1,752,353

13,349

－ 3 －



損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高

   営業取引による取引高

   売上高 千円

   営業費用 千円

   営業取引以外の取引による取引高 千円

株主資本等変動計算書に関する注記

　　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

   普通株式 株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

   繰延税金資産

   退職給付引当金 千円

   未払賞与 千円

   投資有価証券評価損 千円

   未払事業税 千円

   その他 千円

   繰延税金資産合計 千円

   繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 千円

　固定資産圧縮積立金 千円

   繰延税金負債合計 千円

   繰延税金資産（負債）の純額 千円

関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等

（単位：千円）

会社等の名称
議決権等の所有
(被所有）割合

関連当事者
との関係

取引金額 期末残高

小麦粉製品の販売（注）1 162,075 47,032

小麦粉製品の販売（注）1 616,314

 所有　 商品の販売（注）1 4,077

 直接48.0％ 家賃の受取（注）2 4,260 109,619

債務保証（注）3 5,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）1． 小麦粉製品及び商品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

2． 賃貸料については、近隣の相場を勘案して決定しております。

3． 債務保証については、当社が保証を行っているものであります。なお、保証料の受入及び担保の受取は行っておりません。

4． 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

１株当たり情報に関する注記
　１．１株当たり純資産額 385 円 26 銭
　２．１株当たり当期純利益　　　　　　   　          21 円 35 銭

重要な後発事象に関する注記
　　　　　　　　　　　　　 該当事項はありません。

11,563

3,643

11,324

58,792

△ 54,250

1,047,444

199,330

8,268

880,565

14,756

17,504

△ 6,577

△ 60,827

△ 2,034

属性 取引の内容 科目

子会社 カネス製麺㈱
 所有
 直接49.9％

 当社製品の販売
 役員の兼任

 売掛金

子会社  兼三㈱
 当社製品・商品の販売
 役員の兼任  売掛金

－ 4 －


